様式第14号（第18条関係）
(表)
一般廃棄物処分業変更許可申請書
年　　月　　日
　　沖縄市長　様
住所　　　　　　　　　　　　
申請者　　氏名(名称及び代表者名)　　　
印
電話　　　　　　　　　　　　
　　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第7条の2第1項の規定により、一般廃棄物処分業の変更の許可を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
	許可の年月日及び許可番号
	　　　年　　月　　日　　第　　　　　号

	
	

	
	

	変更の内容
	変更前
	　

	
	
	

	
	
	

	
	変更後
	　

	
	
	

	
	
	

	変更理由
	　

	
	

	
	

	
	

	変更に係る事業の用に供する施設の概要
	　

	
	

	
	

	
	

	変更予定年月
	　　　　年　　月　　日

	
	

	
	


(裏)
＜添付書類＞
　　1　事務所及び事業場付近の見取り図
　　2　変更後の事業計画の概要を記載した書類
　　3　変更に係る事業の用に供する施設の構造を明らかにする書類及び図面並びに当該施設付近の見取り図並びに廃掃法第8条に規定する許可を要する施設にあつては、当該許可を受けたことを証する書類及び同条第4項に規定する検査を受け、技術上の基準に適合していると認められたことを証する書類
　　4　申請者が前号に掲げる施設の所有権を有すること(申請者が所有権を有しない場合には、使用する権限を有すること)を証する書類
　　5　申請者が法人である場合には、定款又は寄附行為及び登記簿の謄本
　　6　申請者が個人である場合には、その住民票の写し
　　7　申請者が法第7条第5項第4号イからヌまでに該当しない旨を記載した書類
　　8　一般廃棄物の処分(埋立処分を除く。)を業として行う場合には、当該処分後の一般廃棄物の処理方法を記載した書類
　　9　廃棄物の処理業務に関する経歴を記載した書類及び技術管理者の資格を有する者にあつてはその資格を証する書類
　　10　事業の開始に要する資金の総額及びその資金の調達方法を記載した書類
　　11　従業員名簿
　　12　申請者が法人である場合には、直前3年(更新の場合は、1年。次号において同じ。)の各事業年度における貸借対照表、損益計算書並びに市民税及び固定資産税の納付済額を証する書類
　　13　申請者が個人である場合には、資産に関する調書、直前3年の納税等証明書(市民税、国民健康保険料、固定資産税)
　　14　処理料金を記載した書類
　　15　その他市長が必要と認める書類及び図面
　(注)内容に変更がない場合に限り、各号に掲げる書類又は図面の添付を要しない。
